
日時 令和元年7月2日午後3時30分

場所 健康福祉センター

所管 湖西市環境部水道課

湖西市水道事業経営方針検討会
第１回説明資料

資料３
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１．水道事業における課題‐全国（１）人口・水需要の減少

出典：メッシュ別将来人口推計のさらなる充実と活用の展開（国土交通省国土政策局、平成29年７月20日）

本市の人口
59,640人（H31.4現在）

〇全国の人口は減少し、低密度化する見通し
〇人口規模が小さいほど減少率が高い
〇人口減少に伴い、有収水量も減少する見通し

2010年を基準とした2050年の増減率
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出典：新水道ビジョン検討委員会資料
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湖西市における人口・水需要の推移

〇湖西市内でも地区によって人口の増減率に差がある

⇒地区別に水需要傾向を把握する必要がある

〇10年間で行政区域内人口は４％、有収水量は9％減少

⇒特に生活用水量の減少傾向が大きい

国土数値情報データより作成（国土交通省国土政策局国土情報課、GISホームページ）

2010年を基準とした2050年の人口増減率

出典：湖西市資料

１．水道事業における課題‐湖西市（１）水需要の減少
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〇高い水道普及率は98%（H29時点）

〇水道拡張期に投資した水道資産が更新時期を迎える

〇資産の約6割は送配水施設（管路）であり、年々老朽化が進行

出典：新水道ビジョン推進協議会資料

１．水道事業における課題‐全国（２）施設・管路の老朽化

管路経年化率
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１．水道事業における課題‐湖西市（２）施設・管路の老朽化

〇資産額は、約239億円（施設・設備：39億円、管路：200億円）

〇法定耐用年数を迎えている資産は11.4億円（施設・設備：9.8億円、管路：1.6億円）

ただし、今後10年間でさらに多くの資産が法定耐用年数を超過

⇒健全な経営を持続していくための計画的な更新が必要
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施設・設備の資産額の推移
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管路の資産額の推移

出典：H29アセットマネジメントより、現在価値化した価格（管路は設定更新単価による概算） 6
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〇基幹管路は耐震管率が年1％程度向上しているが、このペースでも耐震管率

100%まで70～80年を要する

〇浄水施設は、施設停止等の施工課題があり耐震化が遅れている

〇配水池は構造上耐震性を有することもあり、耐震化率は他に比べて高い

⇒資産割合が多い管路の耐震化が喫緊の課題

１．水道事業における課題‐全国（３）低い耐震化率

基幹管路の耐震管率（％） 浄水施設の耐震化率（％） 配水池の耐震化率（％）

出典：水道統計（日本水道協会）

※基幹管路とは、導・送・配水本管（配水管のうち給水管の分岐がないもの）を指す
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１．水道事業における課題‐湖西市（３）低い耐震化率

＜浄水施設の耐震化率＞

� 約85％と、全国（27.9％）と比較して高い耐震性を確保

＜配水池の耐震化率＞

＜基幹管路の耐震管率＞

� 全国（24.4％）と比較してやや低い⇒管路の耐震化をより一層進める必要がある

配水池の耐震化率は100％を達成

出典：水道統計（日本水道協会）
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〇全国の水道事業体の約33％が、料金回収率100％を下回る

〇給水人口規模が小さいほど、料金回収率100％を下回る事業数が増加

○毎年3～4％の事業体が料金改定（実質値上げ）を実施

⇒経営の健全性を確保するため、料金改定を実施する事業体は増加する見通し

１．水道事業における課題‐全国（４）財務状況

出典：地方公営企業決算の概要（総務省）

出典：厚生労働省資料
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料金改定(値上げ)実施事業数 割合

※料金回収率 ＝供給単価÷給水原価×100（％）
料金収入により給水原価を賄えているかを判断する指標であり、100％を下回っている場合赤字が発生している
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＜経営の健全性＞

〇料金回収率は100％以上で推移しており、経営の健全性は保たれている

＜支出の特徴＞

〇営業費用のうち受水費の割合が40％弱となっており、減価償却費を合わせると

支出の約75％を占める

⇒将来の事業経営への影響が大きい項目は注視する必要がある

１．水道事業における課題‐湖西（４）財務状況

出典：地方公営企業決算の概要（総務省）
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＜現状の遠州広域水道用水供給事業（県水）からの受水割合＞

〇約７割と大きく受水に依存

＜県の動向＞

〇施設更新時期の2033（R14）に合わせて契約水量を292,100m3/日から169,600m3/日へ

⇒今後の受水単価の見直しによっては支出が大幅に増加する可能性

１．水道事業における課題‐湖西市（５）高い受水比率と経営への影響

県水の将来水量見通し

出典：静岡県水道施設更新マスタープラン（H29.3） 11



〇水道事業に関わる職員数はピーク時と比べ3割程度減少

〇特に中～小規模事業体の職員数の減少、高齢化による一斉退職への懸念

⇒サービス水準を維持するために、経営面での施策の強化が必要

１．水道事業における課題‐全国（６）職員数減少とサービス水準低下

出典：新水道ビジョン推進協議会資料

湖西市含む
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〇職員数はやや減少傾向にあり、減少しているのは技術職員

〇同規模事業体（5～10万人）の平均（20人：H26時点）と比べて少ない

〇年代別では40～50代が多く、特に次世代に中心となる30代が少ないことが課題

⇒将来的な技術力の確保とサービス水準の維持のため、体制や技術力確保の

あり方の検討が必要

１．水道事業における課題‐湖西市（６）職員数減とサービス水準低下
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国の動き

２．基本計画及び経営戦略策定の背景・目的

静岡県の動き湖西市の動き

（総務省）（総務省）（総務省）（総務省）
H26.8 公営企業の経営に当たっての

留意事項通知
⇒公営企業に「経営戦略」

の策定を要請

R2 策定要請期限

H16.6 水道ビジョン策定

人口減少社会の到来人口減少社会の到来人口減少社会の到来人口減少社会の到来

東日本大震災の発生東日本大震災の発生東日本大震災の発生東日本大震災の発生

H25.3 新水道ビジョン策定
⇒事業体に「水道事業ビジョン」

の策定を要請

H24.7 湖西市水道ビジョン、
湖西市水道施設基本計画
策定

⇒H25.4新居町と水道事業統合
による

（厚生労働省）（厚生労働省）（厚生労働省）（厚生労働省） <前回計画>

<今回計画>

安全 強靭
持続

⇒基本計画の見直し及び経営戦略の策定により、水道事業の安定した長期経営を目指す

R1.10 水道法改正
⇒目的が計画的整備から

水道基盤強化に

H31.2 第6次湖西市総合計画の
見直し⇒事業の選択と集中、

SDGｓの取組など

H31.3 湖西市立地適正化計画
策定

R1～～～～R2 湖西市水道事業湖西市水道事業湖西市水道事業湖西市水道事業
基本計画（水道基本計画（水道基本計画（水道基本計画（水道
ビジョンの見直し・ビジョンの見直し・ビジョンの見直し・ビジョンの見直し・
経営戦略策定）経営戦略策定）経営戦略策定）経営戦略策定）

H29.3 静岡県水源施設更新
マスタープラン
⇒将来水需要に合わせた県水

の更新見通し作成

H30.3 静岡県企業局経営戦略
（第4期中期経営計画）
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３．湖西市の概要（１）市の位置

〇静岡県西部に位置

〇静岡県浜松市、愛知県豊橋市に隣接

〇主な生活用水は、太田川、天竜川、都

田川を水源とした遠州水道

〇農業用水・工業用水は、豊川を水源

とした豊川用水

15
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〇行政区域内人口：59,640人（H31.4）

〇主な産業：自動車、電器産業自動車、電器産業自動車、電器産業自動車、電器産業

⇒製造品出荷額等は静岡県内4位、

1事業所当たりは県内1位（H29時点）

＜特徴＞

〇外国人人口比率が約5％と高い

（全国平均は約2％）

〇昼夜間人口の差が大きい

（昼間流入1.7万人、流出1.1万人）

凡例凡例凡例凡例
水色：工業地域水色：工業地域水色：工業地域水色：工業地域
赤色：商業地域赤色：商業地域赤色：商業地域赤色：商業地域
緑・緑・緑・緑・黄色黄色黄色黄色：住宅地域：住宅地域：住宅地域：住宅地域

年度年度年度年度 市の沿革市の沿革市の沿革市の沿革

S30年度 5町村（鷲津町、白須賀町、新所村、入
出村、知波田村）を合併

S46年度 湖西町から湖西市へ

H21年度 新居町と合併、現在の湖西市へ

３．湖西市の概要（２）市の沿革

出典：工業統計調査、ポケットデータバンク
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＜過去10年間における人口動態＞

� 新所原地区は4％増加

� その他の地区は3～19％減少

� 特に入出地区は10年間で19％減

� 主な転出先は浜松市、豊橋市

-11％％％％

-19％％％％

-8％

＋4％

-3％

-10％％％％

-7％

10年間（H22～H31)における人口増減率

地区名 H22.4 H31.4 増減数 増減率
鷲津地区 17,386 16,906 -480 -3%

白須賀地区 4,973 4,615 -358 -7%
新所地区 2,644 2,370 -274 -10%

新所原地区 13,611 14,141 530 4%
入出地区 2,507 2,040 -467 -19%

知波田地区 4,159 3,688 -471 -11%
新居地区 17,533 16,217 -1,316 -8%

総計 62,813 59,977 -2,836 -5%

豊橋市へ転出

浜松市へ転出

３．湖西市の概要（３）人口動態

出典：湖西市町丁別住民基本台帳人口（湖西市HP）

地区別行政区域内人口の推移
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３．湖西市の概要（４）水道事業の概要（施設）

県水送水管

〇給水人口：59,590人

〇普及率：99.5％

〇一日平均配水量：19,138m3/日

〇水源：①深井戸（約30％）

…一日平均取水量6,198m3/日

②県水受水（約70％）

…一日平均受水量13,800m3/日

〇施設数：水源井 10箇所

浄水場・配水場 11箇所

〇配水管総延長：約384km

出典：H29決算値、H29運転日報値
18

水系名 名称 水源
鷲津2号井、3号井、4号井、6号井
（鷲津1号井、鷲津5号井、7号井は休止
中）

浄水受水

吉美1号井

浄水受水

白須賀水系
白須賀配水場

白須賀中継ポンプ場
浄水受水（白須賀水源は休止中）

神座配水場 浄水受水のみ

新所原南配水場 新所原南1号井、2号井、浄水受水

大森浄水場 大森2号井（大森1号井は休止中）

知波田配水場 浄水受水のみ

内山配水場 大沢水源、鞍見水源、浄水受水

中之郷配水場 浄水受水のみ

入出・知波田水系

内山・中之郷水系

鷲津・吉美水系

鷲津浄水場
鷲津配水場

吉美配水場

神座・新所原水系



３．湖西市の概要（４）水道事業の概要（財務）

出典：H29決算値

資本的収支収益的収支

純利益
187.8百万円

水道料金
1,027.9百万円(89.0％)

その他収益
35.8百万円(3.0％) 水道施設費

128.3百万円(44.9％)

収入1,155.6百万円 支出967.8百万円 収入6.3百万円 支出286.0百万円

⻑期前受金戻入
91.9百万円(8.0％)

内
部
留
保

資
金
累
計

内
部
留
保
資
金
等
へ

減価償却費
370.3百万円(38.3％)

受水費
356.8百万円(36.9％)

支払利息費
32.7百万円(3.4％)
その他費用
4.8百万円(0.5％)

補填財源
279.6百万円

負担金等
6.3百万円

資産購入費
5.6百万円(1.9％) 152.1百万円

減少

279.6百万円

466.2百万円

起
債

残
高

人件費
70.8百万円(7.3％)

企業債償還金
152.1百万円(53.2％)

事務費
20.5百万円(2.1％)

委託費
38.1百万円(3.9％)

作業費
73.8百万円(7.6％)

−⻑期前受金戻入
91.9百万円(8.0％)
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３．湖西市の概要（４）水道事業の概要（財務）

〇収益的収支は黒字を維持

〇自己資本構成比率は69.2%と、平成29年度の全国平均70.7％とほぼ同程度
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2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（億円）
収益的収支の推移

収入 支出

出典：各年度決算値

負債 32億円 30.8％
(うち、企業債 8.2億円
7.9％)

自己資本金
58.8億円 56.7%

利益剰余金 12.9億円
12.4%

負債・
資本
223.4
億円

資産
223.4
億円

資本

その他資産
0.6億円 0.6％

機械及び装置
2.4億円 2.3％

構築物
82.4億円
79.4％

建物 1.6億円 1.5％

土地 3.4億円 3.3％

負債

流動資産 13.4億円
12.9％

出典：H29決算値

資産の内訳
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※自己資本構成比率 ＝ 自己資本÷総資本×100（％）
総資本のうち、どの程度を自己資本で賄えているかを判断する指標であり、数値が高いほど経営が安定している



水道事業の現状分析、
全体の課題整理

今
年
度
の
検
討

来
年
度
の
検
討

• 投資・財政計画の検討

• 投資の平準化、起債等の財源の設定

• 適正料金の検討

• 経営効率化検討（官民連携、広域化の可能性）

• 水源計画、施設整備・更新計画のとりまとめ

• 水道事業の現状整理と課題の抽出（持続・安全・強靭の観点から）

• 地区別水需要予測

• アセットマネジメント（現状ケース）の作成

個別の課題整理

将来の理想像と目標、
施設整備方針の設定

実現方策の検討

投資・財政計画の策定

基本計画等のとりまとめ

• 配水区域、施設再配置方針の検討

• 水源計画の検討

• 災害時の応急給水、経営効率化等の検討

• 施設再整備計画のとりまとめ

• 基本計画（水道ビジョン）のとりまとめ

• 経営戦略のとりまとめ

• ビジョンの目標設定（持続・安全・強靭）

• 施設整備水準及び整備方針のまとめ

• アセットマネジメント（施設再編ケース）の作成

４．検討項目と検討手順
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個別及び事業分析（PIによる現状分析も含む）評価・課題の抽出

地区別水需要予測

アセットマネジメントの実施

投資・財政計画の策定

既存資料の整理等による現況の把握

包括委託業務の検討

施設整備水準の設定 ビジョン目標の設定

施設整備方針の設定

経営戦略施設整備計画 基本計画（ビジョン）

５．検討フロー

今
年
度
の
検
討

来
年
度
の
検
討

実現方策の検討

管網解析

経営健全化方針の検討
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６．主な検討項目‐（１）水道事業の現状分析

経常収支比率
47.56 

流動比率
51.57 

企業債残高対給水収益比率
57.33 

料金回収率
41.97 

給水原価
54.80 

施設利用率
52.25 

有収率
57.24 

有形固定資産減価償却率
52.17 

管路経年化率
47.26 

管路更新率
56.69 

20

30

40

50

60

類類類類類類 川越市

施設に関する指標 経営に関する指標

本市

＜現状分析（イメージ）＞

〇湖西市の状況を、経営比較分析表等に基づき、

「施設に関する指標」「経営に関する指標」から同規模事業体と比較

施設に関する指標 経営に関する指標

経営・財務状況
効率性等
を分析

〇比較分析には偏差値※を使用（類似団体平均と同値であれば偏差値50となる）

値が高い方がよい指標 ： 50+((本市の値- 類似団体平均)÷標準偏差×10)  

値が低い方がよい指標 ： 50-((本市の値- 類似団体平均)÷標準偏差×10)

注）本図はイメージ図です。湖西市の指標値ではありません。注）本図はイメージ図です。湖西市の指標値ではありません。注）本図はイメージ図です。湖西市の指標値ではありません。注）本図はイメージ図です。湖西市の指標値ではありません。

施設更新状況
老朽化状況等

を分析
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６．主な検討項目‐（１）水道事業の現状分析

＜課題の整理＞

〇現状分析結果をもとに、

新水道ビジョンの3つの観点（持続・安全・強靭）から課題を整理

■評価に使用する経営指標（案） 【経】：経営分析表採用指標、【PI】：水道事業ガイドライン

24

持続持続持続持続 安全安全安全安全 強靭強靭強靭強靭

経常収支比率【経】【PI：C103】 平均残留塩素濃度【PI：A101】 自己保有水源率【PI：B101】

流動比率【経】【PI：C118】 原水水質監視度【PI：A201】 漏水率【PI：B110】

企業債残高対給水収益比率【経】 貯水槽水道指導率【PI：A205】 浄水施設の耐震化率【PI：B503】

料金回収率（供給単価・給水原価）【経】【PI：
C113（C114、C115）】

浄水施設の耐震化率【PI：B602】

施設利用率【経】【PI：B104】 ポンプ所の耐震化率【PI：B603】

有収率【経】【PI：B112】 配水池の耐震化率【PI：B604】

有形固定資産対減価償却比率【経】【PI：C121】 管路の耐震化率【PI：B605】

法定耐用年数超過浄水施設率、設備率【PI：
B501、B502】

基幹管路耐震管率/耐震適合率【PI：
B606、B606-2】

管路経年化率【経】法定耐用年数超過管路率
【PI：B503】

重要給水施設配水管路の耐震管率/

耐震適合率【PI：B607、B607-2】

管路更新率【経】管路の更新率【PI：B504】



６．主な検討項目‐（２）施設再編・更新・耐震化等の整備計画

①施設再整備及び配水区域の再編

＜総合物理的評価の見直し＞

○現行の「施設・設備更新計画」（平成29年3月策定）における

土木・建築の45施設、機械・電気の327設備のリストを更新

○前回の評価結果を見直し、施設再編計画の基礎資料とする

＜更新基準年数の見直し＞

○施設・設備の種類別に、全国平均・最大と本市の使用年数から

設定した更新基準年数（以下例示）について、現行の使用年数や

上記評価結果から再評価・見直しを行う

【前回設定の例示（一部）】

・土木構造物：法定60年 → 本市73年 ・建築構造物：法定50年 → 本市70年

・急速ろ過機 ：法定17年 → 本市36年 ・受配電設備：法定20年 → 本市34年

（法定：地方公営企業法施行規則で定められた、減価償却の考え方に基づく年数）
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６．主な検討項目‐（２）施設再編・更新・耐震化等の整備計画

＜施設再編のための現状評価＞

○浄・配水場別に給水原価（水を配るための

支出）と有収率（配った水から得る収入）、

施設稼働率（本来の配水能力に対して

利用している割合）を評価し、 効率性を評価

＜将来事業環境を見据えた再編計画の検討＞

○配水量の分布、主要施設の更新時期、

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ能力、上記分析結果から、

ダウンサイジング・統廃合など を計画

○地区別水需要予測（５０年後）を踏まえて、

適切な配水区域 を設定

①施設再整備及び配水区域の再編

Ａ 配水区 Ｂ 配水区 Ｃ 配水区

現状施設

ＡＡＡＡ 配水区配水区配水区配水区 ＢＢＢＢ 配水区配水区配水区配水区

施設の統廃合施設の統廃合施設の統廃合施設の統廃合

廃廃廃廃 止止止止

再編（例）
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６．主な検討項目‐（２）施設再編・更新・耐震化等の整備計画

②水源計画の検討
○先に算出した浄・配水施設の給水原価の深井戸分と県水受水単価を比較

○深井戸の水質・水量の安定性も踏まえて、深井戸（自己水源）を活用

○施設再整備及び配水区域の再編から選定した「最適案」に基づき、

将来の必要能力（水需要＋冗長性等の予備力含む）を確保できる

水源計画を検討

30 30 30 33 35 38 40

70 67 65 60
45 40 35

2020 2021 2022 ・・・ ～ ・・・ ・・・ ・・・

水
源

量
（
イ

メ
ー

ジ
）

自己水量 受水量
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６．主な検討項目‐（２）施設再編・更新・耐震化等の整備計画

③管路更新計画の検討

＜更新優先度の見直し＞

○現行の「管路耐震化・更新計画」

における管路リストを更新し、

前回の更新優先度を見直し

（優先度＝健全度×重要度）

Ａ 健全

Ｂ
弱点を改良して
強化の必要あり

Ｃ
良い状態ではなく、
計画的更新が必要

Ｄ
極めて悪い、
早急に更新が必要

      100
　重要度評価点（点）

小 中 大

Ⅵ Ⅴ Ⅳ
25

Ⅲ Ⅱ Ⅰ

0 30 70

総
合
物
理
的
評
価
点

（
点

）

100

Ⅻ Ⅺ Ⅹ
75

Ⅸ Ⅷ Ⅶ
50

＜更新基準年数の見直し＞

○管体調査により劣化状況を調査

○調査結果を基に、地盤や管種継手等、

埋設環境との相関を分析し、現行の

管種継手別の設定年数（以下例示）について、再評価・見直し

【前回設定の例示（一部）】 （法定耐用年数は、一律40年）

・ダクタイル鋳鉄管（一般継手）：40～60年 ・同左（耐震継手）：80～100年

・硬質塩化ビニル管：40～60年 ・鋼管：80～100年
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〇投資・財源試算（５０年間）から、将来の収支計画（１０年間）を作成

〇試算では、不確定要素（将来の県受水単価）も想定して検討

〇総括原価等による適正な水道料金設定や資産維持費の導入も検討

６．主な検討項目‐（３）投資・財政計画の策定

出典：経営戦略の策定及び見直しの推進について（総務省）
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〇新水道ビジョンや経営戦略、水道法改正において、健全経営を継続するための

手法として「官民連携」「広域化」が挙げられている

〇導入により業務の効率化・サービスの向上を図ることが可能かどうか検討・

整理し、本市に適した連携形態を検討

広域連携の一例 官民連携手法の一例

６．主な検討項目‐（４）その他 経営効率化方策の検討
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